
民間提案型官民連携モデリング事業（R6 ③-B）
（実施主体：一般社団法人先端インフラメンテナンス研究所・京都大学 成長戦略本部 インフラ先端技術産学共同研究部門共同提案体

／地方公共団体：高知県、長野県伊那市、埼玉県熊谷市、京都府京都市、富山県射水市、富山県高岡市）

①調査概要

• 調査の目的： 地方公共団体が管理するインフラ構造物点検業務の完全リモート化と省人化を実現する産官学連携組織提案とワークフローの実証点検による実現可能性検証を行った。

• 調査のポイント： 点検業務の現行規則との整合性、地域企業への配慮、民間委託による導入判断の難しさに配慮しつつ、地方公共団体の抱える 1)点検・維持管理予算不足、2)熟練点検
技術者不足、3)構造物長寿命化・健全性確保、4)点検・診断の自動化・自律化による省人化・点検コスト縮減を可能にする技術の提案と包括的民間委託手法の調査を実施した。

②実施方針・フロー

• 複数の地方公共団体と地域企業や地域大学のインフラ維持管理研究部
門等の協力を得て360度カメラを用いた点検支援技術を実装したプラ
ットフォーム及び拠点化の概念実証実験として、実証点検を実施した。

• 地方公共団体が管理する小規模橋梁の点検実績を参考にして、インフラ
・公共施設点検DX統合プラットフォームの開発と有用性、省人化の可能
性、産官学連携手法の実現可能性を調査した。

• 地方公共団体のインフラ維持管理のDX化・省人化を実現する産官学連
携による包括的民間委託のロードマップを提案した。

【産官学連携による地方公共団体インフラ維持管理DXネットワーク拠点化実証】 【分野：インフラ維持管理・修繕等】 【対象施設：小規模橋梁等】 【事業手法：包括的民間委託】

③調査地方公共団体概要

高知県
• 人口： 647,948人(2025年1月1日現在)
• 面積： 7,105 km²
• 橋梁数：1600橋（小規模：橋長１５ｍ未満）
• 課題

• 点検業務の効率化・省力化・自動化
• 点検調書作成に要する労力の低減
• 点検データの共有
• 地元コンサルタントの業務発注量を

維持

長野県伊那市
• 人口： 64,901人（2025年1月1日現在）
• 面積： 2,465km²
• 橋梁数： 703橋(15m未満)

• 内、5ｍ未満 286橋（40.7％）
• 課題

• 管理橋梁数の約90%は伊那市職員が点検
• 高速道路跨道橋点検はNEXCOに、15m以

上（ドローンあるいは点検車が必要な橋梁）
は原則上伊那広域連合に委託、コスト負担大

富山県射水市
• 人口： 90,184人（2025年1月6日現在）
• 面積：約109km²
• 橋梁数：橋長２ｍ以上の橋梁数は493橋橋

(15m）
• 課題

• 高齢化橋梁（建設後50年経過）の増
加による維持補修費用が増大と予算
の平準化

• 橋梁点検には最新の技術が必要だが
その導入には時間と費用がかかる

埼玉県熊谷市
• 人口： 190,734人（2025年2月1日現在）
• 面積： 159km²
• 橋梁数： 1,075橋
• 課題

• 30年後には、全橋梁の約91%が架設後50年
以上となる。

• 予防保全の対象橋梁が増加しており、計画的
な修繕が求められている。

• デジタル技術や新しい点検手法の導入を模索

京都府京都市
• 人口： 1,435,781人（2025年1月6日現在）
• 面積： 827km²
• 橋梁数： 2,860橋(15m以下)

• 内、１5ｍ未満 1,331橋
• 課題

• 50年以上経過しているものが約45%
• 修繕や点検にかかる費用を効率的に管理し、

予算を平準化
• 効率的な点検や修繕を行うための新技術の

導入

富山県高岡市
• 人口： 162,５８３人（2025年1月6日現在）
• 面積：約２09km²
• 橋梁数：橋長２ｍ以上の橋梁数は１１５０橋橋
• 課題

• 管理する橋梁の約26%が建設後60
年以上経過、今後30年で87%に達
する

• 新技術を活用し、効率的な点検を行
う取り組み
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④スキームの概要

【産官学連携による地方公共団体インフラ維持管理DXネットワーク拠点化実証】 【分野：インフラ維持管理・修繕等】 【対象施設：小規模橋梁等】 【事業手法：包括的民間委託】

点検DXネットワーク拠点の構想

京都大学インフラDX拠点の組織図

官民連携事業展開までの展望

⑤調査結果

360度カメラを用いた点検支援技術

360度カメラを用いた点検支援技術の特徴
• 詳細な箇所も点検が可能な点群と写真のハイブリッ

ト方式を採用
• 点群データから、部材の距離や角度、面積を計算可能
• 経年変化による劣化状況を確認するため、データを

時系列で管理
• クラウドで管理するため、データを複数で共有するこ

とが可能
実証実施での点検結果と既往の点検成果との比較

• 過年度点検調書と360度カメラを用いた点検支援技
術で作成した点検調書の比較、成果物として提出で
きるレベルであることを検証

• 過年度点検調書で確認された損傷を本技術での点群
化で生成した写真から同じ損傷を確認可能

• 従来の損傷位置図についても本技術ではオルソ画像
として図中に示すことが可能で精度的に問題なし

2）インフラ点検DXネットワーク拠点化
事業展開モデル提案

• 点検DXプラットフォームを活用した事業モデルの開
発と京都大学をモデル拠点としたインフラDX拠点に
よる事業展開計画

• 様々な規模や事情を持つ地方公共団体での実証点検
を実施

• すべての地方公共団体が次年度以降も引き続き協力
意思

• 令和7年度にはシステム改良を実施しながら、画像デ
ータの蓄積、新技術を活用した損傷の把握手法の開
発、モデル拠点への適用性検証他を計画

⑥事業化に向けた展望

事業化にあたっての課題

今後のスケジュール

左図：3D点群表示、右図：360度静止画像投影

実証点検橋梁にGISからアクセス

R7（2025年度） R10（2028年度）

F/S

拠点内調整期間
　 本格展開

研究推進戦略センター

連携研究部

研究管理部

F/S

拠点内調整期間

インフラDXを担う若手博士研究者の育成

モデル拠点における技術者育成
技術者育成枠全国拡大

技術者育成枠を連携自治体へ拡大

拠点運営・広報

F/S

自治体間調整期間

モデル拠点の適用と検証 本格展開

他分野への適用検討拠点の拡大

F/S

自治体内調整期間

損傷把握, 点検画像の取得

本格展開

損傷・変状の自動抽出, 診断支援

対策工法選定支援, 対策優先順位付けの自動化

ニーズ項目を随時追加

概念実証→パイロットプロジェクト→ビジネスモデル開発→拠点全国展開

指導員, エバンジェリストの育成・輩出, 資格化

R8（2026年度） R9（2027年度）

テーマ F/S 　　　　　　　TRL 1（基礎研究） → TRL 5 (応用研究・開発)

５件の本格研究

プロジェクトとして

再編成

最新の知見を随時

フィードバック

• 次年度以降、本提案における拠
点組織運営経費の捻出

• インフラDX拠点ネットワーク拠
点における指導教員の確保

• 産官学連携による放火る民間委
託手法において文科省との協議

• 連携拠点と連携地方公共団体の
選定

１） 点検DX統合プラットフォームとワークフローの開発と実証点検


